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◆神奈川県の市町村別空き家数と空き家率  

（総務省  平成25年住宅･土地統計調査） 

※中井町等（中井町、松田町、山北町、箱根町、真鶴町及び清川村）は個別データがないため県合計からの差し引きにより求めている。 
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神奈川県の主な取組みについて(平成28年度実施) 

主な取組み 概要等 

空き家等対策計画 
(モデル計画)の策定 

空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき「空家等対策計画」を策定する際
の参考となるようモデル計画を策定（平成28年7月策定） 
※モデル計画については別添参照 

県営水道の閉栓情報 
の市町村への提供 

市町村が空き家の実態調査をする際、参考となる県営水道の閉栓情報を提供 
現在まで18市町中17市町に提供 
※市町村からの要望に基づき、随時実施。二宮町にはＨ27.7月に実施 

空き家利活用セミナー 
の開催 

空き家所有者等を対象にセミナーを開催 
平成28年度実績：川崎市とNPO法人川崎市空家活用支援センターと共催 

行政実務者会議の設置 
平成27年度に県と全市町村で構成する「空き家対策行政実務者会議」を設置 
市町村の取組事例の情報交換等を行う 
平成28年度実績：平成28年7月及び平成29年3月に開催 

先駆的空き家対策 
モデル事業 
（国の補助事業） 

事業主体：神奈川県居住支援協議会(※) 

市町村が空き家対策を進めていく上で、課題となっている、「所有者の特定手法」
「法に規定する特定空家等の判断基準の明確化」「空き家の内部に残された家財の
管理・処分方法」についてマニュアル（案）を作成 
※具体的な事業内容は次ページ参照 

※神奈川県居住支援協議会とは 

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基づく法定協議会として、県、市町、不動産団 

体や社会福祉団体などにより平成22年11月に設立。 

本協議会の中に「空き家問題対策分科会」を設置し、空き家問題・対策に関する普及啓発や相談対応などを行う。 



先駆的空き家対策モデル事業 (事業主体：神奈川県居住支援協議会) 

【事業名称】    空き家調査・利活用等マニュアル策定事業 

【事業の特徴】 行政のみならず、専門家団体や民間事業者が構成員となっている協議会の特徴
と、官民相互の会員が持っているノウハウを活かし、特定空家等の判断や所有
者特定手法のマニュアルを作成。また、所有者特定後にも問題になる空き家の
内部動産処分活用に関するマニュアルも先進的に作成。 

【取組の経緯（解決すべき課題と現実的に困っている内容）】 

課題の大分類 課題の小分類 課題に関して現実的に困っている内容 
（具体例含む） 

(1) 「特定空家等」
に該当するか否
かについての定
量的・客観的な判
断基準 

①保安上危険な判断目安が不明 

県内自治体が、特定空家と思われる該当物件に
ついて、指導・勧告等を行う際に、特定空家等と
判断する際の客観的・定量的な基準が無かった。 

②衛生上有害に関する定量的な基準
がない 

③景観に関する定量的な基準がない 

④空家等の調査手法が未整備 

(2)空き家所有者
特定の手法 

①所有者特定方法が未整備 県内自治体や県内において空き家関連事業に取
り組む民間事業者が、空き家の流通、管理、利活
用等を促進する際に、当該空き家の所有者を特
定する手法が画一されていないので、多角的な
視点で特定手法を示す必要があった。 

②個人情報保護との整合性 

(3)空き家の内部
動産の処分・管理
の手法 

①処分・管理手法が未整備 所有者が判明しても、空き家の内部に残された動
産が存在することによって、その後の流通や利活
用の妨げになってしまう。そこで、所有者に対し、
適切に処分・管理してもらう誘導方法を示すこと
が必要であった。 

②相続、後見制度との調整 



法第6条（空家等対策計画） 
市町村は国の基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画を定めることができる 

空家等対策計画の策定済み(平成29.2月末時点) 

市町村 策定時期 

横浜市 平成28年2月 

相模原市 平成28年4月 

松田町 平成28年5月 

秦野市 平成28年11月 

厚木市 平成29年2月 

平成28年度中に策定予定(平成29.2月末時点) 

市町村 備考 

川崎市 パブコメ終了 

鎌倉市 パブコメ終了 

茅ヶ崎市 パブコメ終了 

小田原市 パブコメ終了 

平成29年度以降に策定予定 
             （平成28年10月1日時点調査による） 

市町村 予定時期 

平塚市 平成29年度 

綾瀬市 平成29年度 

二宮町 平成30年度 

山北町 平成29年度 

愛川町 平成29年度 

平成28年度末までに策定（9/33市町村） 

【参考】空家等対策の指針がある（予定含） 

市町村 策定時期等 

藤沢市 平成28年3月 

大磯町 パブコメ終了 

※記載のない市町村は計画の策定が時期 
未定若しくは予定なしとなっています。 



法第７条（協議会） 
市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための 
協議会を組織することができる 

協議会(法7条)の設置状況 
      （平成28年10月1日時点調査による） 

市町村 設置時期 

横浜市 ★ 平成27年8月 

川崎市  ★ 平成28年3月 

相模原市  ★ 平成28年1月 

鎌倉市 ★ 平成28年7月 

小田原市  ★ 平成28年7月 

茅ヶ崎市 ★ 平成28年7月 

厚木市  ★ 平成28年2月 

葉山町 平成28年6月 

湯河原町 平成28年6月要綱施行 

法定協議会以外の設置【参考】 

秦野市  ★ 平成28年7月 

平成29年度以降に設置 
        （平成28年10月1日時点調査による） 

市町村 設置時期 

平塚市 平成29年度 

綾瀬市 平成29年度 

二宮町 平成30年度 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 

地域住民 

警察 

弁護士 

司法書士 

宅建士 

土地家屋調査士 

不動産鑑定士 

建築士 

社会福祉士 

NPO団体 

学識経験者 

その他 

協議会の構成員（湯河原町を除く8市町） 

★は平成28年度までに計画策定(予定含)の市町村 



空き家バンク等の状況 

横須賀市・小田原市・南足柄市・二宮町 ・松田町 ・山北町・箱根町・真鶴町・愛川町・清川村 

空き家バンク実施市町村（10市町） 

補助種類 概要等(内容は市町村によって異なります) 実施市町村 

改修費用 
空き家バンクに登録された空き家を所有する者（改修する
者）が行うリフォーム費用の一部を補助 

横須賀市・二宮町・山北町 
箱根町・愛川町 

固定資産税相当分 
空き家バンクに登録された空き家に係る土地及び建物の 
固定資産税相当額を10万円を限度として補助 

二宮町 

家賃相当分 
空き家バンクに登録された賃貸住宅に入居した者に家賃の
一部を補助 （※松田町は商品券での交付） 

二宮町・松田町 

取得費用 
空き家バンクに登録された空き家を取得し、定住しようとす
る者に取得費の一部を補助 

二宮町・愛川町 

その他 

駅周辺谷戸地域空き家バンク片付け助成事業 横須賀市 

子育てファミリー等応援住宅バンク助成事業 横須賀市 

空き家解体費補助制度 愛川町 

■空き家マッチング制度について■ 
○茅ヶ崎市と小田原市で実施。空き家活用等マッチング制度（茅ヶ崎市）を平成29年1月に創設 

○神奈川県でも、平成28年度末に改定する住生活基本計画で空き家の利活用の促進として記載している 

 


